
税制面の優遇措置

１ 社会保険料控除による節税

農業者年金に加入して、その年に支払った保険料の全額が、所得税・住民税の「社
会保険料控除」の対象になります。
所得税や住民税は、下記の「課税所得と税率」の表のとおり、課税所得（収入から

各種所得控除を引いたもの）に応じて適用される税率が決まり、課税所得にその税率
を乗じて得た金額を納税することになっています。
農業者年金の保険料は、国民年金や健康保険の保険料と同じように社会保険料控除

として、所得から全額控除することができますので、その分課税所得が下がり税金が
安くなります。
いくら安くなるかは、「保険料支払いによる節税効果（所得税･住民税）試算」の表

のとおりで、保険料の１５％～３０％程度の節税効果があります。
民間の個人年金保険の場合は、税制上「生命保険料控除」としての控除額は、上限

５万円です。

○課税所得と税率
課税所得 税率（所得税・個人住民税）

１９５万円以下 １５％＝所得税５％＋住民税１０％
１９５万円超 ３３０万円以下 ２０％＝所得税１０％＋住民税１０％
３３０万円超 ６９５万円以下 ３０％＝所得税２０％＋住民税１０％
６９５万円超 ９００万円以下 ３３％＝所得税２３％＋住民税１０％
９００万円超 １，８００万円以下 ４３％＝所得税３３％＋住民税１０％
１，８００万円超 ５０％＝所得税４０％＋住民税１０％

○保険料支払いによる節税効果（所得税・住民税）試算
保険料の支払額

税率 月額１万円 月額２万円 月額５万円 月額６．７万円
（年額12万円) （年額24万円) （年額60万円) （年額80.4万円)

１５％ １万８千円 ３万６千円 ９万円 １２万１千円
２０％ ２万４千円 ４万８千円 １２万円 １６万１千円
３０％ ３万６千円 ７万２千円 １８万円 ２４万１千円

社会保険料の控除は、国民健康保険、国民年金を含めて、支払った社会保険料の
すべての合計が所得控除額にカウントされます。本人だけでなく、扶養親族の社会
保険料なども含めることができます。

○保険料支払いによる節税効果試算例

課税所得が１５０万円（税率１５％）の場合の税額
①農業者年金に未加入
１５０万円×１５％＝２２万５千円

②農業者年金に加入
（保険料月額２万円、年額２４万円）
（１５０万円－２４万円＝１２６万円）×１５％＝１８万９千円

①－②＝３万６千円（節税額）



２ 運用益の課税の繰り延べ
農業者年金の保険料など年金資産は、独立行政法人農業者年金基金が一元的に分散

投資による安全かつ効率的な運用を行い、毎年度加入者一人ひとりに運用益を配分し
ていますが、この運用益は非課税です。
一般の預貯金等の利子には２０％の税金がかかりますが、農業者年金の運用益は非

課税ですので、その分年金原資が多くなります。

３ 受け取る年金も控除が適用
農業者年金として受け取った年金は、税制上公的年金等の対象となり、６５歳以上

の方であれば、公的年金等の合計額が１２０万円までは全額非課税となります。

○公的年金等所得の計算表
公的年金等に係る雑所得』として課税対象となる金額は、
の計算表（表１）を用いて次のように計算します。

表１）(a)公的年金等の収入金額× (b)割合－ (c)控除額＝ 課税対象となる金額

式の中の(a)公的年金等の収入金額とは、
の年中に受け取った農業者年金それ以外の公的年金受給額の合計です。

えば65歳以上の人で「(a)公的年金等の収入金額」
300万円の場合は次のようになります。
(a)300万円×(b)100％－(c)120万円＝180万円

○（表１）公的年金等に係る雑所得の速算表（平成17年分以後）
年金を受け取る (a)公的年金等の収入金額の合計額 (b)割合 (c)控除額
人の年齢

(公的年金等の収入金額の合計額が700,000円までの場合は所得
金額はゼロとなります。)

65歳未満 700,001円から1,299,999円まで 100% 700,000円
1,300,000円から4,099,999円まで 75% 375,000円
4,100,000円から7,699,999円まで 85% 785,000円
7,700,000円以上 95% 1,555,000円
(公的年金等の収入金額の合計額が1,200,000円までの場合は、
所得金額はゼロとなります。)

65歳以上 1,200,001円から3,299,999円まで 100% 1,200,000円
3,300,000円から4,099,999円まで 75% 375,000円
4,100,000円から7,699,999円まで 85% 785,000円
7,700,000円以上 95% 1,555,000円


